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公益財団法人三重県建設技術センター



１）総 括

当建設技術センターは、昭和 44 年の設立以来、発注者を支援する機関として、三重県

全域における公共事業の品質向上に寄与するとともに、社会資本整備やまちづくり業務を

通じ、時代の要請に応じた役割を担ってきました。 近年、戦後の高度成長から 40年余り

を経て、社会資本を造る時代から維持補修の時代に推移してきており、昨年 6月には、品

確法が改正されるなど、ますます、インフラメンテナンスが重要視されはじめております。

その間、当建設技術センターは、三重県知事より公益法人制度改革に基づく公益認定を受

け、平成 23年 4月 1日より公益財団法人として新たなスタートをしました。

平成 26 年度の事業として、研修業務においては、技術・技能の向上を目指す技術者向

けの研修のほか、県南部地域の中学校に出向いての学校出前防災講座、地域住民向けの家

具固定実演などの地域防災研修や東日本大震災の被災地より震災の語り部をお招きして

の地域防災講演会を開催するなど、地域社会の健全な発展に努めてまいりました。

土木分野においては、積算、品質監理、工事実施検査等の発注者支援事業のほか、現在

全国的に、トンネル、橋梁などの公共構造物に対する長寿命化計画、点検検査、補修とい

った動きが本格化していることから、維持管理を中心とした支援業務に積極的に取り組ん

でまいりました。

建築分野においては、建築確認検査事業、公共建築物の施工管理や検査あるいは固定資

産評価業務など、安全安心なまちづくり住まいづくりに対する支援業務に積極的に取り組

んでまいりました。

また、品確法の改正を受けて、平成 27 年 3 月 6 日付で、国土交通省中部地方整備局や

管内４県等で構成する「品質確保に関する推進協議会」により、自治体の発注関係事務を

サポートする発注者支援機関として、当建設技術センターが認定を受けています。

これらの事業を行うことによって、平成 26 年度の事業収益は、研修事業、支援事業等

の公益目的事業で 782,106 千円、また、設計・調査事業、住宅関連事業等のその他の事業

で 406,265 千円の事業収入となりました。



２）概     要

(1) 理事会事項

Ｈ26.4.1 書面表決(みなし決議)による理事会

議案 第 1 号 常務理事の選定について

議案 第 2 号 常務理事の役員報酬について

Ｈ26.5.30 第 1 回通常理事会

議案 第 1 号 平成 25 年度事業報告及び決算について

議案 第 2 号 平成 26 年度定時評議員会の招集について

報告 第 1 号 平成 26 年度職務執行の状況について

Ｈ26.11.21 第 1 回臨時理事会

議案 第 1 号 第 1 回臨時評議員会の招集について

議案 第 2 号 役員報酬の改定について

報告 第 1 号 平成 26 年度上半期決算状況について

       報告 第 2 号 職員の採用について

Ｈ27.3.11  第２回通常理事会

議案 第 1 号   平成 27 年度事業計画及び予算について

議案 第 2 号   平成 27 年度資金運用の執行方針及び計画について

議案 第 3 号 平成 26 年度第 2 回臨時評議員会の招集について

報告 第 1 号 平成 26 年度職執行の状況について

報告 第 2 号 アスファルト混合物用試験機器の競売について

報告 第 3 号 職員の採用について



(2) 評議員会事項

Ｈ26.6.18   定時評議員会

議案 第 1 号 平成 25 年度事業報告及び決算について

議案 第 2 号 理事の選任について

Ｈ26.12.1    第１回臨時評議員会

報告 第 1 号 平成 26 年度上半期決算状況について

報告 第 2 号 職員の採用について

Ｈ27.3.19 第 2 回臨時評議員会

議案 第 1 号   平成 26 年度事業計画及び予算について

議案 第 2 号 理事の選任について

議案 第 3 号 規程の改正について

報告 第 1 号 アスファルト混合物用試験機器の競売について

報告 第 2 号 職員の採用について



(３)  役員の異動状況

異動年月日 異　動 役　職 氏　　　名

平成26年4月1日 就任 理事 横 山 　　 賢

平成26年6月30日 辞任 理事 伊 藤　真 人

平成26年7月1日 就任 理事 伊 藤 　　 勝

平成27年3月31日 辞任 理事 野 田　素 延



（４）就業体制

平成２７年３月３１日現在

　役員付

総務室

　建設技術部

道路課

流域環境課

　建築部

建築審査課

建築支援課

部課名
職　　員

計
事　務 技　術

0

4 1 5

　研修・調査部 4 4

計 4 1 5

調査・管理課 1 3 4

研修業務課 1 1

計 2 8 10

検査官室 1 1

3 3

9 9

8 8

計 0 20 20

0 0

1 5 6

構造審査課 0

0 3 3

合計 7 37 44

計 1 8 9



(5)事業実施状況表

(単位：千円)

計

(811,877)

公益目的事業 782,106
社会資本の整備及びまちづくりを担う人材育成に向けた技術・技能の研
修、普及啓発及び情報発信事業 (16,033)

14,009
社会資本の整備や維持管理、まちづくり等に関する技術相談及び積算、
技術審査、品質監理、検査等に係る支援事業 (569,106)

568,263

社会資本の品質確保に係る材料等の試験・審査及び調査研究事業
(8,969)

10,655
安全・安心な住環境を実現するための建築物の確認・検査、判定及び資
産評価に係る支援事業 (217,769)

189,179

(470,631)

その他の事業 406,265
良好な建設技術の提供による社会資本整備に伴う設計及び各種調査等支
援・補完事業 (417,803)

369,577
質の高い住宅供給に係る住宅の性能評価及び住まいづくりに係る審査・
登録等支援・補完事業 (52,828)

36,688

(1,282,508)

合　　　　計 1,188,371

    ＊上段(  )は25年度実績額

      下段は26年度実績額

事　　　　　　業
事  業  収　益


